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３－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．安全管理 
 
３－１ 安全教育訓練 

土 木 工事 の 実 施に 際し、 作 業 の 安全 を確保 す る ため に は 、工事 関係 者 は  

も と より 直接 作 業を行 う 作業 員が 安 全に対 する 理 解を 深 めるこ とが 最 も 重  

要である。  

こ の ため 、 工 事着 手後、 作 業 員 全員 の参加 に よ り月 当 た り、半 日以 上 の  

時 間 を割 当て 、 次の各 号 から 実施 す る内容 を選 択 し、 定 期的に 安全 に 関 す  

る研修・訓練等を実施しなければならない（共通仕様書1-1-1-2７）。  

 

（１）施工計画書への記載  

「１．施工計画 （９）安全管理 」を参照  

（２）実施対象の項目  

    １）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育  

    ２）当該工事内容等の周知徹底 

    ３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底  

    ４）当該工事における災害対策訓練  

５）当該工事現場で予想される事故対策  

６）その他、安全・訓練等として必要な事項  

（３）安全・訓練等の実施状況資料の整備・保管  

ビ デ オ 等 ま たは 工 事報 告 等 に記 録 し た 資 料 を 整 備 ・ 保管 し 、監 督 員 の  

請 求 が あ っ た 場 合 は 直 ち に 提 示 す る も の と す る （ 共 通 仕 様 書 1-1-1-   

2７）。 

～～～ 中 略 ～～～  

 

３－２－１ 事故速報  

受 注 者は 、工 事 の 施工中 に 事 故が 発生 した 場 合 には、 直 ち に 監督 員 に 連  

絡 すると と もに 、 指示 する 期 日ま でに 、工事 事 故 報告 書を提 出し な け れば  

ならない（共通仕様書1-1-1-３０）。 

 

～～～ 中 略 ～～～  

 

 
３．安全管理 
 
３－１ 安全教育訓練 

土 木 工 事 の実 施 に 際 し 、 作 業 の安 全 を 確 保 す る た め に は 、 工 事 関 係 者 は  

も と より 直 接 作 業を 行 う 作 業 員 が 安 全 に 対 す る 理 解 を深 め るこ と が 最 も重 

要である。  

こ の た め 、工 事 着 手 後 、 作 業 員全 員 の 参 加 に よ り 月 当 た り 、 半 日 以 上 の  

時 間を割当て、次の各号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関す 

る研修・訓練等を実施しなければならない（共通仕様書1-1-1-26）。  

 

（１）施工計画書への記載  

「１．施工計画 （９）安全管理 」を参照  

（２）実施対象の項目  

    １）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育  

    ２）当該工事内容等の周知徹底 

    ３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底  

    ４）当該工事における災害対策訓練  

５）当該工事現場で予想される事故対策  

６）その他、安全・訓練等として必要な事項  

（３）安全・訓練等の実施状況資料の整備・保管  

ビ デ オ 等 ま た は 工 事 報 告 等 に 記 録 し た 資 料 を 整 備 ・ 保 管 し 、 監 督 員 の  

請  求 が あ っ た 場 合 は 直 ち に 提 示 す る も の と す る （ 共 通 仕 様 書 1-1-1-

26）。 

～～～ 中 略 ～～～  

 

３－２－１ 事故速報  

受 注 者 は 、 工 事 の 施 工 中 に 事 故 が発 生 し た 場 合 には 、 直 ち に 監 督 員 に 連  

絡 するとともに、指示する期日までに、工事事故報告書を提出しなければ 

ならない（共通仕様書1-1-1-29）。 

 

～～～ 中 略 ～～～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕様書改正により 

番号修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕様書改正により 

番号修正 

 

 

 

 

 

仕様書改正により 

番号修正 
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４－４ 

 
４－４ 工期延長請求 

受注者は、天候の不良、約款第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注

者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないとき

は、その理由を明示した書面（第 15 号様式）により、発注者に工期の延長変更を請求す

ることができる（工事請負契約第２２条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４－４ 工期延長請求 

受注者は、天候の不良、約款第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注

者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないとき

は、その理由を明示した書面（第 15 条様式）により、発注者に工期の延長変更を請求す

ることができる（工事請負契約第２１条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約款改正により 

番号修正 

 

 

 

 

 

 

 

押印廃止 

 

 

 

 

約款改正により 

番号修正 
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４－５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元号修正 

押印廃止 
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４－６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元号修正 

押印廃止 
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４－７ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

不鮮明なため更新 

元号修正 

押印廃止 
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４－８ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

元号修正 
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５－４ 
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５－５ 
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５－６ 

 
 

  

押印廃止 
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５－７ 

 
 

 
 

 

押印廃止 
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５－８ 

   

押印廃止 



土木工事書類作成マニュアル（令和３年４月改正） 新旧対照表 

 51

貢 新 旧 摘  要 

 

５－９ 

   

押印廃止 
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５－１６ 
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５－２０ 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 写真の省略（土木工事写真管理基準２-４） 

    工事写真は以下の場合に省略するものとする。 

   (1) 品質管理写真について、公的機関で実施された品質証明書を保管整備

できる場合は、撮影を省略する。 

   (2) 出来形管理写真について、完成後測定可能な部分については、出来形

管理状況のわかる写真を工種ごとに１回撮影し、後は撮影を省略するも

のとする。 

    注）「工種ごと」とは出来形管理基準の測定項目を示す。 

   (3) 監督員または現場技術員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理

写真の撮影を省略するものとする。 

    注）段階確認で撮影した写真を出来形管理写真とする。 

 

 

 

  ④ 写真の省略（土木工事写真管理基準２-４） 

    工事写真は以下の場合に省略するものとする。 

   (1) 品質管理写真について、公的機関で実施された品質証明書を保管整備

できる場合は、撮影を省略する。 

   (2) 出来形管理写真について、完成後測定可能な部分については、出来形

管理状況のわかる写真を工種ごとに１回撮影し、後は撮影を省略するも

のとする。 

    注）「工種ごと」とは出来形管理基準の測定項目を示す。 

   (3) 監督員または現場技術員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理

写真の撮影を省略するものとする。 

    注）段階確認で撮影した写真を出来形管理写真とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来ルールを青書き

で徹底 
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６－２ 

 
６－２ 支給材料受領書  

 

受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない（工事請負契約第１５条）。 

 

 

第10号様式（用紙 日本産業規格Ａ4縦長型） 

 

支給材料（貸与品）受領書（借用書） 

 

年  月  日 

（ 発 注 者 ） 殿 

住 所 

氏 名             

 

年  月  日契約締結した次の工事用として、下記の支給材料（貸与品） 

の引渡しを受けたので、工事請負契約書第15条第3項の規定により受領書（借用書） 

を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考)責任者及び担当者の氏名並びに連絡先（電話番号）を記載した場合は、押印

を省略することができる。 

工 事 名  

工事場所  

品 目 規 格 単位 
数量 備考 

今回 前回まで 計  

       

       

       

       

       

 

 
６－２ 支給材料受領書  

 

受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない（工事請負契約第１５条）。 

 

 

第10号様式（用紙 日本工業規格Ａ4縦長型） 

 

支給材料（貸与品）受領書（借用書） 

 

年  月  日 

（ 発 注 者 ） 殿 

住 所 

氏 名            印 

 

年  月  日契約締結した次の工事用として、下記の支給材料（貸与品） 

の引渡しを受けたので、工事請負契約書第15条第3項の規定により受領書（借用書） 

を提出します。 

 

工 事 名  

工事場所  

品 目 規 格 単位 
数量 備考 

今回 前回まで 計  

       

       

       

       

       
 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

押印廃止 
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６－３ 

 
６－３ 支給材料（貸与品）返納書  

 

受注者は、契約書第１５条第９項「不用となった支給材料または貸与品の返還」につい

ては、監督員の指示に従うものとする（共通仕様書1-1-1-1７）。 

 
 

第11号様式（用紙 日本産業規格Ａ4縦長型） 

 

支給材料（貸与品）返納書 

 

年  月  日 

（ 発 注 者 ） 殿 

住 所 

氏 名             

 

年  月  日契約締結した次の工事の工事用支給材料（貸与品）について、 

工事請負契約書第15条第9項の規定により次のとおり返還します。 

 

工 事 名  

工事場所  

品 目 規 格 単位 
数量 備考 

今回 前回まで 計  

       

       

       

       

       

(備考)責任者及び担当者の氏名並びに連絡先（電話番号）を記載した場合は、押印を

省略することができる。 

 

 
６－３ 支給材料（貸与品）返納書  

 

受注者は、契約書第１５条第９項「不用となった支給材料または貸与品の返還」につい

ては、監督員の指示に従うものとする（共通仕様書1-1-1-16）。 

 
 

第11号様式（用紙 日本工業規格Ａ4縦長型） 

 

支給材料（貸与品）返納書 

 

年  月  日 

（ 発 注 者 ） 殿 

住 所 

氏 名            印 

 

年  月  日契約締結した次の工事の工事用支給材料（貸与品）について、 

工事請負契約書第15条第9項の規定により次のとおり返還します。 

 

工 事 名  

工事場所  

品 目 規 格 単位 
数量 備考 

今回 前回まで 計  

       

       

       

       

       
 

 

 

 

 

 

番号修正 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

押印廃止 
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６－４ 

 

 
６－４ 現場発生品調書  

 

受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書または監督員の指示す

る場所で監督員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書を作成し、監督員を通じて

発注者に提出しなければならない（共通仕様 書1-1-1-1８）。 

 
６－４ 現場発生品調書  

 

受注者は、工事施工によって生じた現場発生品について、現場発生品調書を作成し、  

設計図書または監督員の指示する場所で監督員に引き渡さなければならない（共通仕様 

書1-1-1-17）。 

 

 

 

 

 

仕様書改正により 

修正 

 

 

 

元号修正 

 

 

 

 

 

仕様書改正により 

番号修正 
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７－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
７－２ 完成検査  

完 成検査は 、工 事の完 了を 確認 する ための 検査であ り、 受注者 から の完 成  

通 知を受け た日か ら 14日以 内に行 う（ 工事契 約書 第３２ 条第 ２項）。 完成検  

査 に合格す れば、発 注者か ら受注 者へ請負 代金 の支払 いが行わ れ、 工事目的  

物が発注者へ引き渡される。  

 

※（期間の計算） 

原則として、期間が午前０時に開始する場合を除き、期間計算において初日は算入し

ない（民法140条）。 

しかし、「公共工事標準請負契約約款の解説」第32条第2項によれば、完成検査の期

間計算においては、政府契約の支払い遅延防止等に関する法律の取扱いに従い、初日を

算入すると記載され、運用している。 

そこで、完成通知を受けた日を含み14日以内に完成検査を行わなければならないこと

となる。 

（例）３月１日に完成通知を受ける→３月14日までに検査を行う。 

     なお、３月14日が土日祝祭日である場合、その翌日に検査を行う。 

 

～～～ 中 略 ～～～  

 
 

 
７－２ 完成検査  

完 成 検査 は 、工 事 の完 了 を確 認 す る た め の 検 査 で あ り 、 受 注 者 か ら の 完 成  

通 知を受けた日から14日以内に行う（工事契約書第３１条第２項）。完成検 

査に 合格すれば、発注者から受注者へ請負代金の支払いが行われ、工事目的 

物が発 注者へ引き渡される。  

 

※（期間の計算） 

原則として、期間が午前０時に開始する場合を除き、期間計算において初日は算入し

ない（民法140条）。 

しかし、「公共工事標準請負契約約款の解説」第31条第2項によれば、完成検査の期間

計算においては、政府契約の支払い遅延防止等に関する法律の取扱いに従い、初日を算

入すると記載され、運用している。 

そこで、完成通知を受けた日を含み14日以内に完成検査を行わなければならないこと

となる。 

（例）３月１日に完成通知を受ける→３月14日までに検査を行う。 

     なお、３月14日が土日祝祭日である場合、その翌日に検査を行う。 

 

～～～ 中 略 ～～～  

 

 

 

約款改正により 

番号修正 

 

 

 

 

 

約款改正により 

番号修正 
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７－３ 

 

 
７－２－１ 工事完成届  

受 注 者は 、 工 事が 完成し た と き は、 その旨 を 発 注者 に 通 知しな けれ ば な  

らない（工事請負契約第３２条第１項）。  

※ 工事現場の完成のみならず、工事書類も完成していることが必要である。 

 

７－２－２ 引渡書  

発 注 者は 、 検 査に よって 工 事 の 完成 を確認 し た 後、 受 注 者が工 事目 的 物  

の 引 渡し を申 し 出たと き には 、直 ち に当該 工事 目 的物 の 引渡し を受 け な け 

ればならない（工事請負契約第３２条第４項）。  

 

７－２－４ 請求書  

受 注 者は 、 工 事完 成検査 に 合 格 した ときは 、 書 面を も っ て契約 金の 支 払  

を 請 求す るこ と ができ る （工 事請 負 契約第 ３３ 条 第１ 項 ）。な お、 様 式 の   

定めはない。  

 

７－３ 出来形検査 
 
 ７－３－１ 出来形検査申請書  

受注者は、部分払いを請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来  

形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認

を発注者に請求しなければならない（工事請負契約第３８条第２項）。 

 

 ７－３－２ 請求書（第 ７２ 号様式 ）  

発注者は、出来形検査請求を受けた日から１４日以内に、受注者の立会いの上出来 

形検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない（工事請負契約第 

３８条第３項）。 

受注者は、出来形検査があったときは、部分払を請求することができる（工事請負  

契約第３８条第５項）。 

 

 
７－２－１ 工事完成届  

受注者は、工事が完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならな

い（工事請負契約第３１条第１項）。  

※ 工事現場の完成のみならず、工事書類も完成していることが必要である。 

 

７－２－２ 引渡書  

発 注 者 は 、検 査 に よ っ て 工 事 の完 成 を 確 認 し た 後 、 受 注 者 が 工 事 目 的 物  

の 引 渡し を 申 し 出た と き に は 、 直 ち に 当 該 工 事 目 的 物の 引 渡し を 受 け なけ 

ればならない（工事請負契約第３１条第４項）。  

 

７－２－４ 請求書  

受 注 者 は 、工 事 完 成 検 査 に 合 格し た と き は 、 書 面 を も っ て 契 約 金 の 支 払  

を 請 求す る こ と がで き る （ 工 事 請 負 契 約 第 ３ ２ 条 第 １項 ） 。な お 、 様 式の   

定めはない。  

 

７－３ 出来形検査 
 
 ７－３－１ 出来形検査申請書  

受注者は、部分払いを請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来  

形部分又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認 

を発注者に請求しなければならない（工事請負契約第３７条第２項）。 

 

 ７－３－２ 請求書（第 ７２号様 式）  

発注者は、出来形検査請求を受けた日から１４日以内に、受注者の立会いの上出来  

形検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない（工事請負契約第  

３７条第３項）。 

受注者は、出来形検査があったときは、部分払を請求することができる（工事請負  

契約第３７条第５項）。 
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７－４ 
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７－５ 
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７－８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元号修正 

押印廃止 

 

 

 

 

 



土木工事書類作成マニュアル（令和３年４月改正） 新旧対照表 

 62

貢 新 旧 摘  要 

 

７－９ 
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７－１１ 
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８－１ 

 

 
８．中間前払金 
 
８－１ 中間前払金 

受 注者は、 前払 金の支 払を 受け た後 、保証 事業会社 と中 間前払 金に 関し 、  

契 約書記載 の工事完 成の時 期を保 証期限と する 保証契 約を締結 し、 その保証 

証 書を発注 者に寄 託し て、 請負代 金 額 の 10分の ２以内 の前払 金の支払 を請求 

することができる（工事請負契約書第35条第3項）。  

 

 
８．中間前払金 
 
８－１ 中間前払金 

受 注 者は 、 前払 金 の支 払 を受 け た 後 、 保 証 事 業 会 社 と 中 間 前 払 金 に 関 し 、 

契 約 書記 載 の 工 事 完 成 の 時 期 を保 証 期限 と す る 保 証 契 約 を 締 結し 、 そ の保 証 

証 書 を発 注 者 に 寄 託 し て 、 請 負代 金 額の 10分の ２ 以 内 の 前 払 金の 支 払 を請 求 

することができる（工事請負契約書第34条第3項）。  
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８－２ 

 

   

押印廃止 
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９－１ 

 

 

 
９．その他 
 
９－１ 部分使用承諾書 

発注者は、工事目的物の引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の 

承諾を得て使用することができる（工事請負契約第３４条）。 

様式は、約款の運用基準の第 21 号様式及び第 21 号様式の 2 のとおりである。 

その場合、受注者は、中間技術検査または監督員による品質及び出来形等の検査（確  

認を含む）を受けるものとする（共通仕様書1-1-1-2３）。 

 

 第21号様式（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

年  月  日 

 

           殿 

発注者          印 

 

工事目的物の使用について（協議） 

 

  次の工事について引き渡し前に使用したいので、工事請負契約書第34条第1項の規 

定により同意を得たく協議します。 

１ 工 事 名  

２ 工 事 場 所  

３ 契 約 年 月 日 年  月  日 

４ 工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

５ 請 負 代 金 額  

６ 使用したい範囲  

 

 

 

 
９．その他 
 
９－１ 部分使用承諾書 

発注者は、工事目的物の引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の 

承諾を得て使用することができる（工事請負契約第３３条）。 

様式は、約款の運用基準の第 21 号様式及び第 21 号様式の 2 のとおりである。 

その場合、受注者は、中間技術検査または監督員による品質及び出来形等の検査（確  

認を含む）を受けるものとする（共通仕様書1-1-1-2２）。 

 

 第21号様式（用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 

年  月  日 

 

           殿 

発注者          印 

 

工事目的物の使用について（協議） 

 

  次の工事について引き渡し前に使用したいので、工事請負契約書第33条第1項の規 

定により同意を得たく協議します。 

１ 工 事 名  

２ 工 事 場 所  

３ 契 約 年 月 日 年  月  日 

４ 工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

５ 請 負 代 金 額  

６ 使用したい範囲  
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９－２ 

 
 第21号様式の2（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

年  月  日 

 

（ 発 注 者 ） 殿 

 

住 所 

 

氏 名           

 

工事目的物の使用について（同意） 

 

      年  月  日付けで協議のありました次の工事目的物の使用について

は、工事請負契約書第34条第1項の規定により同意します。 

１ 工 事 名  

２ 工 事 場 所  

３ 契 約 年 月 日 年  月  日 

４ 工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

５ 請 負 代 金 額  

６ 同意する使用範囲  

(備考 )責任者及び担当者の氏名並びに連絡先（電話番号）を記載した場合は、

押印を省略することができる。  

 
 

 
 

 
 第21号様式の2（用紙 日本工業規格Ａ４縦長型） 

年  月  日 

 

（ 発 注 者 ） 殿 

 

住 所 

 

氏 名          印 

 

工事目的物の使用について（同意） 

 

      年  月  日付けで協議のありました次の工事目的物の使用について

は、工事請負契約書第33条第1項の規定により同意します。 

１ 工 事 名  

２ 工 事 場 所  

３ 契 約 年 月 日 年  月  日 

４ 工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

５ 請 負 代 金 額  

６ 同意する使用範囲  

 

 
 

 
 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

押印廃止 

 

 

 

約款改正により 

番号修正 

 

 

 

 


